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第２期中期目標期間（４年間）の全体的な状況 

 

１ 法人の総括と課題 

平成２２年４月、地方独立行政法人大牟田市立病院（以下「法人」という。）は、住民の健康

の保持及び増進に寄与することを目的として設立された。第２期中期目標期間である平成２６～

２９年度の４年間も、第１期中期計画期間に引き続き、設立団体である大牟田市から示された中

期目標に基づき、法人の４年間の事業計画となる中期計画及びその年度毎の到達目標を示す年度

計画を策定し、さらに各部門が行動計画を作成することでその達成に向けて業務に取り組んだ。 

病院運営全般に関する特に重大な事項としては、内視鏡治療の充実を図るための内視鏡セン

ター開設、救急車２台の同時受入れを可能とする救急外来の拡充、大規模感染症等の流行に備え

た第２救急外来の増築など増改築工事を完了し、診療機能の充実につなげた。また、平成２７年

度においては、医療資源の集約化により病院機能の向上及び効率的・効果的な病院運営を行う観

点から、１病棟の休床及び病棟再編を行い、７病棟・稼働病床数３００床診療体制を採るととも

に、内視鏡センター開設及び救急外来の拡張整備、看護師の３人夜勤体制確立のために人員の重

点配置と再配置を行った。その後、入院患者が増加する冬期において空床確保が困難な状況が続

いたため、平成２８年１０月から休床病棟を再開し、一部病棟で病棟再編を実施、８病棟・稼働

病床数３２６床診療体制を採り、入院患者受入体制の強化を図った。 

このような運営面の努力に加え、第１期から第２期中期目標期間にかけて健全経営を継続して

きたことが評価され、平成２９年６月に自治体立優良病院両協議会会長表彰を受賞した。 

 病院運営の状況としては、増改築工事により施設面を強化しただけでなく、特に救急医療にお

いては、課題であった救急専門医の確保が実現するとともに救急に係る認定看護師の育成を行う

など医療スタッフの充実により、救急患者初療体制を構築することができた。その結果、平成２

７年度以降救急車搬送患者数は２，０００人以上、救急車搬送からの入院患者数は１，３５０人

以上を維持できており、地域医療連携の強化による紹介患者数の増加も併せて、第１期中期目標

期間からの課題であった新規入院患者数の増加が実現し、平成２８年度においては過去最多と

なった。 

 また、第２期中期目標期間においては平成２８年度の熊本地震、平成２９年度の九州豪雨と大

規模な自然災害が連続し、当院からもＤＭＡＴ等を派遣し被災地の医療救護活動の支援を行った。

熊本地震においては、被災地での活動だけでなく、入院患者の受入れを行うとともに、病棟機能

を失った熊本市民病院から病院建替えまでの間の一時的な職員受入れを行った。 

 経営面については、診療報酬のマイナス改定が続くなど厳しい状況にあったが、入院収益に関

しては、延べ入院患者数が増加し、中期計画の目標値には及ばないが入院単価も上昇したことに

より平成２７年度以降５３億円程度の水準を維持することができた。外来収益に関しては、逆紹

介を推進してきたこともあり延べ外来患者数の減少に伴う緩やかな減収傾向となった。医業収益

全体では、平成２９年度は平成２６年度と比べて約３億７００万円の増収となった。いっぽう、

医業費用については、診療材料等の物流管理委託事業者の１者化等委託契約の見直しなどにより

経費は削減できたが、医業費用全体ではスタッフの増員による給与費の増を中心に４年間で約３

億５，１００万円増加しており、医業収益の増収を凌ぐ結果となった。このため、実質医業収支

がマイナスとなる状況が続いており、病院本業部分での収支バランスの改善が課題となっている。

しかし、最終利益については法人化以降黒字を維持できており、将来の設備投資に向けた財源の

確保を着実に行うことができている。 

 第３期中期目標期間に向けての課題としては、医療環境の変化や医療資源の変動に適宜対応し、

引き続き収益の確保や費用の節減に取り組んでいく必要がある。このためにも、地域の医療ニー

ズに応える診療体制を維持し、必要な医師数を確保するとともに、熊本市民病院研修職員の帰院

を機に、最適な病床規模への変更を検討する必要がある。また、医師の働き方改革への対応や職

員のモチベーションの維持と健全な病院経営の両立を見据えた人事給与制度の見直し、消費税増

税等も見据えた更なる費用の節減を行うとともに、新築移転後２０年以上が経過した病院施設・

設備の老朽化も課題となっており、平成２９年度は外壁改修工事に着手したが、引き続き大規模

な修繕や改修を行うための財源の確保も重要となっている。 

 

２ 大項目ごとの達成状況と評価の判断理由 

①住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる措

置 

年度評価結果 第２期中期目標期間

の法人自己評価 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

A A A  A 

 

 患者本位の医療の実践（重点）については、インフォームド・コンセントの充実やチーム医療

の推進、接遇の向上に取り組み、入院患者満足度調査では診察面・接遇面とも４年間を通じて評

価が向上した。 

 高度で専門的な医療の提供については、内視鏡センターの開設及び高度医療機器の計画的な更

新・導入等積極的な設備投資を行うとともに医療スタッフの専門資格の取得を促進することで、

検査や治療の充実を図り、質の高い手術や内視鏡治療、血管内治療等を中心とした高度で専門的

な医療の提供を行った。 

 快適な医療環境の提供については、患者満足度調査結果や病院モニターからの意見を踏まえ患

者アメニティの改善に取り組み、入院患者満足度調査では院内施設面・病室環境面とも４年間を

通じて評価が向上した。 

 がん診療の取組（重点）については、新たに非常勤の放射線読影医を確保でき、がん診療及び

緩和ケアに係る認定看護師（緩和ケア１人、がん放射線療法１人）を育成するとともに、緩和ケ

アチームの定期回診等による活動の強化や緩和ケアセンター設置の必要性も含めた当院の緩和ケ

ア提供体制についての検討・改善を行い、がん治療及び緩和ケアに係る診療体制の充実につなげ

た。また、産婦人科において初期子宮体がんに対する腹腔鏡下子宮悪性腫瘍手術を新たに導入し

た。「地域がん診療連携拠点病院」の認定更新については、平成２７年３月に更新できた。 

 救急医療の取組（重点）については、常勤の救急専門医確保が実現するとともに救急に係る認

定看護師（救急看護２人、集中ケア１人）の育成をはじめとしたスタッフのレベルアップに取り

組んだ。併せて、増改築工事により救急車２台の同時受入れを可能とする救急外来機能の強化を
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行ったことで救急受入体制を大幅に充実させることができた。また、新たな心血管撮影装置等の

導入及び急性心筋梗塞に対応できる非常勤の循環器専門医の確保により心臓カテーテル検査・治

療に対応できる体制づくりを行った。 

 災害等への対応については、平成２８年度の熊本地震においてＤＭＡＴ及び災害支援ナースを

派遣し被災地の医療救護活動の支援等を行うとともに、入院患者２人及び新生児１人の受入れを

行った。平成２９年度の九州豪雨においては、ＪＭＡＴ及び災害支援ナースの派遣を行った。 

 地域医療連携の推進（重点）については、地域医療連携システムの充実・普及や地域連携パス

の積極的な運用など切れ目のない医療連携に取り組んだほか、紹介患者予約制度の拡充などによ

り紹介患者のスムーズな受診を進めた。また、地域包括ケアシステムの構築を見据え、医療分野

と介護領域の連携強化にも取り組んだ。福岡県地域医療構想に基づく病床機能分化の推進につい

ては、地域における中核病院として、高度急性期及び急性期の医療機能を担うとともに、当院の

地域における役割及び担うべき病床機能を公的医療機関等２０２５プランにまとめ、これに基づ

き地域医療構想調整会議病床機能分化連携推進部会にて説明を行った。 

 このように住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めにとる措置については、中期計画に掲げた目標どおり順調に達成することができた。 

 

②業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとる措置 

年度評価結果 第２期中期目標期間

の法人自己評価 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

A A A  A 

 

 病院スタッフの確保（重点）については、医師の確保に当たり、久留米大学教育関連病院とし

て、医師派遣元の久留米大学との連携強化に取り組んだが、内分泌・代謝内科、精神科、麻酔科、

眼科等で減員となり、医師数は平成２９年度末時点で５８人（平成２６年度比△２人）となった。

特に、平成２９年度からの精神科減員については、非常勤医師派遣により同科の診療に対応する

体制を採ることとなった。看護師の確保については、病院全体で確保に取り組むとともに、全病

棟３人夜勤体制の実施や二交代勤務の試行など就労環境の向上に取り組み離職防止及び定着化に

努めた。さらに、平成２８年８月から熊本市民病院の職員を受け入れ、看護職員数は平成２９年

度末時点で３０５人（うち熊本市民病院職員２１人、平成２６年度比＋３６人）となった。多種

多様な専門職等の確保については、チーム医療推進のため、リハビリテーション専門職や薬剤師

をはじめとして医療技術職の増員を行い、医療技術職員数は平成２９年度末時点で８４人（うち

熊本市民病院職員２人、平成２６年度比＋８人）となった。 

 研修及び教育制度の充実については、職務・職責に応じた階層別の教育研修体系（階層別研修）

の下、４年間で計画した研修カリキュラムを着実に実施し、職員の能力の向上や組織内における

役割意識の醸成を図った。また、認定看護師資格取得資金貸付制度の対象を専門看護師に広げ、

認定看護師・専門看護師資格取得資金貸付制度として整備を行うとともに、同制度の運用により、

４年間で専門・認定看護師コースに職員を７人派遣し、５人が認定看護師資格を取得した。 

 収益の確保については、医療資源の変動に合わせて効果的・効率的な病院運営を行うとともに、

新規入院患者数の確保及び患者の病態にあった適切な病床管理に取り組んだことで、１日平均入

院患者数が平成２９年度においては２７６．３人と平成２６年度に比べ６．９人の増加となった。

また、入院単価については、診療報酬のマイナス改定が続いたが、Ｃ型肝炎等高額医薬品の導入

や手術手技料の増加、リハビリテーション料の増加などにより４年間で５２，０００円台まで伸

ばすことができ、入院収益は平成２９年度においては平成２６年度と比べ約２億７，５００万円

の増収となった。外来収益については、平成２９年度に高額医薬品の一部外来処方化による大幅

な外来単価の上昇及び収益の増が見られたが、基調としては患者数の減少に伴う緩やかな減収傾

向となった。 

 費用の節減については、職員の増員や高額医薬品の使用、消費税増税、増改築等による費用の

増があり、４年間で医業費用全体では増加となったが、経費については削減することができ、経

費比率についても２０％台まで低下させることができた。いっぽう、材料費比率については、高

額医薬品の使用による薬品費の増加が大きく影響し、２１％台まで上昇する結果となった。 

 経営マネジメントの強化については、ＢＳＣ（バランスト・スコアカード）手法により、組織

全体がビジョンを共有したうえで各部門が行動計画書を作成し目標達成に向けて取り組み、定期

的な進ちょく管理を行うことでＰＤＣＡサイクルを確立した経営マネジメント体制の充実を図っ

た。また、毎年のスコアカードの見直しや４年に一度の戦略マップの刷新などＢＳＣの取組を通

じて各部署からの意見を吸い上げ、年度計画及び中期計画策定への反映を行った。 

 このように業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとる措置については、中

期計画に掲げた目標どおり順調に達成することができた。 

 

③財務内容の改善に関する事項 

年度評価結果 第２期中期目標期間

の法人自己評価 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

A A A  A 

 

診療報酬のマイナス改定が続くなど厳しい状況にあったが、４年間を通して単年度収支の黒字、

経常収支比率１０５％以上を維持することができた。しかし、職員の増員により職員給与費比率

は平成２９年度において５２．８％（平成２６年度比＋２．２ポイント）まで上昇しており、病

院本業部分の収支となる実質医業収支比率についても、１００％を切る状況が続いている。 

将来の設備投資に向けた財源の確保については、増改築工事や高度医療機器の更新、大規模修

繕事業に部分的に着手するなど大きな設備投資（４年間総額約２２億円）を行いながらも、第２

期中期目標期間終了時における現預金残高は、７億円の投資有価証券のほかに約２９億円を保持

することができ、一定程度の財源を確保することができた。 

 財務内容の改善に関する事項については、中期計画に掲げた目標どおり順調に達成することが

できたが、職員給与費が増加し実質医業収支比率が低下してきていることから、病院本業部分で

の収支バランスの改善を図ることが課題となっている。 
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項目別の状況 

 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる措置 

１ 良質で高度な医療の提供 

  (1)  患者本位の医療の実践（重点） 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 良質で高度な医療の提供 

  (1) 患者本位の医療の実践（重点） 

個々の患者が、自らが受ける医療の内容を納得し、治療法を選択できるように、十分な説明に基づくインフォームド・コンセントを徹底するなど、接遇を含めた患者本位の医療を実践する

こと。 

 

中期計画 実績 

(1) 患者本位の医療の実践（重点） 

① インフォームド・コンセント（説明と同意）の徹底 

個々の患者自ら受ける医療の内容を納得し、治療法を選択できるよ

うに、インフォームド・コンセントの徹底に努める。 

 

○インフォームド・コンセントの充実 

・ 患者や家族が診療内容を適切に理解し、納得したうえで治療法を選択できるように、手術・検査等における各種説明書及び

同意書の充実に取り組んだ。 

・ 緩和ケア研修会ではロールプレイングを踏まえ患者への説明や告知の仕方についてスキル習得を行った。 

・ 医師が患者に病状等の説明を行う際に、看護師が同席できるような環境整備を行った。 

以上のような取組を行い、入院患者満足度調査の診察面の評価については、４年間で８０．２点から８１．９点と１．７点

向上した。 

 

② チーム医療の推進 

チーム医療の推進を図り、患者の状況に的確に対応した医療を提供

する。 

○チーム医療の推進 

・ チーム医療の推進を図るため、緩和ケアチーム、感染対策チーム、じょく瘡対策チーム、栄養サポートチーム、呼吸ケアサ

ポートチーム【H27～H29】によるチームラウンドを行った。 

・ 全病棟へ薬剤師の専任配置を行い、病棟薬剤業務を開始した。【H27】 

・ チーム医療の適切な評価を行うため、専門チームについても行動計画書の作成を行い【H28】、これに基づく院長ヒアリン

グ【H28～H29】及び進ちょく状況の中間報告会【H29】を実施した。 

 

③ 接遇の向上 

患者・来院者や住民が満足する病院であるために、接遇研修等の実

施とその実践により接遇の向上を図る。 

 

○接遇の向上 

・ 患者満足度調査結果や病院モニターからの意見を踏まえた実践的な接遇研修を年間２回実施し、新規採用職員研修において

はロールプレイングを中心として実用的な接遇訓練を実施した。 

・ 接遇週間を年間２回設定し、全職員が接遇ワッペンを付けてあいさつ運動を行ったほか、接遇週間ポスターの掲示により接

遇意識の喚起を図るなど接遇の向上に取り組んだ。 

・ 入院患者満足度調査結果の信頼度向上及び患者の意見を聴取する機会を増やすため、平成２７年度から同調査を通年で実施

するよう変更し、実際に寄せられた意見や要望を接遇研修の内容に反映させるなど接遇向上の取組につなげた。 

以上のような取組を行い、入院患者満足度調査の接遇面の評価については、４年間で８０．３点から８２．１点と１．８点

向上した。 
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（目標値）                              （参考） 

項目 ２９年度目標値 ２９年度実績  ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績 

新規入院患者数 ７，２００人 ７，６６８人  ７，２５２人 ７，６０１人 ７，６７０人 

 

（関連指標） 

項目 ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績 ２９年度実績 

紹介状持参患者数 １１，１６０人 １１，２７４人 １１，５９０人 １１，４０４人 

入院患者満足度調査（診察面） ８０．２点 ８０．３点 ８１．７点 ８１．９点 

入院患者満足度調査（接遇面） ８０．３点 ７９．９点 ８１．５点 ８２．１点 

※関連指標について 

中期目標で示されている各項目に関連する取組や指標について掲げている。以下同じ。 

※入院患者満足度調査の点数は、回答者の５段階評価に対応する係数を乗じた加重平均値で算出している。 

 

 

 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる措置 

１ 良質で高度な医療の提供 

  (2) 安心安全な医療の提供 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 良質で高度な医療の提供 

 (2) 安心安全な医療の提供 

良質で高度な医療を提供するため、医療安全管理体制を構築し、その徹底を図ること。 

 

中期計画 実績 

(2) 安心安全な医療の提供 

① 医療安全対策の充実 

医療安全に関する情報の収集や分析等のリスク管理を徹底し、改善

に向けた対策・立案の強化を図る。 

○医療安全に対する委員会活動の強化 

医療安全管理委員会を２か月に１回定期開催し、院内の各委員会での安全対策の実施及び進ちょく状況の報告・確認を行う

ことで情報の共有を行った。また、各部署の医療安全推進担当者による毎月のＭＳＭ委員会においてインシデントレポートか

ら具体的な対策の検討を多職種で行い、再発防止に取り組んだ。 

 

○医療安全対策の強化 

・ 平成２６年度は医療安全対策３ヵ年計画の３年目として、各部門自ら問題を抽出し解決策を講じることに努め、医療機器安

全管理委員会では人工呼吸器トラブル発生時の対策、ＭＳＭ委員会では輸液ポンプの設定ミスへの対策並びに院内ラウンド

時に活用する入院ベッド点検票の作成、薬剤部では持参薬確認票の新人看護師にもわかりやすいような記載への変更、中央

放射線部では検査患者の本人確認を徹底する仕組みの整備を行った。 
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 ・ 患者の取違え等の医療事故の防止のため、手術開始直前の患者氏名並びに手術部位等の確認（タイムアウト）に加え、麻酔

導入前にも患者本人による氏名確認等（サインイン）を新たに導入した。【H26】 

・ 介助浴室に新たに医療用ガス供給設備及び吸引設備を整備し、患者の介助浴の安全性を向上させた。【H28】 

 

○医療安全意識の醸成 

・ 医療安全月間においては各部署にポスター掲示し、全職員を対象とした医療安全研修を年２回実施するなど医療安全に対す

る意識向上に努めた。また、平成２９年度についてはｅラーニングも利用し、全職員が年間に医療安全関連研修を受講でき

るよう働きかけを行った。 

・ ２か月に１回の「医療安全かわら版」発行を通じ、各部署へインシデントレポートの分析結果や改善結果のフィードバック

を行ったほか【H27～H29】、医療事故の事例等を院内の電子掲示板に掲載する【H27～H29】など医療安全情報の発信を行っ

た。 

・ 医療安全に対する意識向上を図るため、年間を通したインシデントレポートの提出を促した。 

 

○医療安全に対する体制の強化 

定期的なラウンドを行い医療上のトラブルの未然防止に取り組むとともに、患者と医療者のコミュニケーションエラーの軽

減を図るため、医療メディエーター養成研修に職員５人（看護部１人、医療安全対策室３人、地域医療連携室１人）を派遣

【H26、H27、H29】した。 

 

○医療事故調査制度への対応 

・ 平成２７年１０月からの医療事故調査制度開始に伴い、医療事故対策特別委員会を中心とした院内の報告・相談体制を整え

るとともに、医療安全対策室にて死亡患者の全例把握を行うこととした【H27】。また、平成２７年度に発生した１事例に

ついて医療事故調査・支援センターへ報告を行い、外部委員を招いて院内調査を実施した。【H28】 

・ 医療事故調査制度の内部調査に対応できるよう医療事故対策特別委員会の要綱について見直しを行った。【H28】 

 

② 院内感染対策の充実 

院内感染対策については、院内サーベイランス（院内感染管理活

動）を通じ感染対策を講じ、院内感染の防止に努める。 

○院内感染対策の充実 

・ 病院感染対策委員会、看護部感染対策委員会を毎月定期的に開催し、病院内における感染症の発生状況報告と感染対策に関

する情報共有を行ったほか、感染対策チームで週１回程度の院内ラウンドを実施し、平時における感染防止対策の確認と指

導を行った。 

・ インフルエンザ流行時には、早期に臨時の委員会を開催し、対策を迅速に実施したことで院内での感染拡大を防ぐことがで

きた。【H26、H28】 

・ 電子カルテ中の感染制御システムを更新し、培養検査の中間報告も参照可能とすることで、より早く感染症発生の情報提供

ができるようになった。【H27】 

 

○有明地区感染ネットワークへの参画 

有明地区感染管理ネットワークに参画し、相互ラウンドを通して院内感染防止対策の強化を図ったほか、同ネットワークを

通じて近隣病院との顔の見える連携が充実したことで、地域における感染症発生状況の迅速な把握と対応につながった。 

 

○職員の意識啓発の強化 

・ 全職員を対象とした研修会だけでなく、職種・部署のニーズに即した研修会や院内で勤務する委託業者への研修会を実施

し、感染対策への意識向上につなげた。また、医師については、医局会などを利用して専門性を加味した研修会を開催し 
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 た。 

・ 感染対策チームが院内の電子掲示板を通じて感染対策に関する情報の発信を行い、職員の意識向上につなげた。【H28～

H29】 

 

 

（目標値）                              （参考） 

項目 ２９年度目標値 ２９年度実績  ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績 

院内研修会の開催数（医療安全

に関するもの） 
１２回 １５回 

 
１８回 １５回 １５回 

 

 

 

 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる措置 

１ 良質で高度な医療の提供 

  (3) 高度で専門的な医療の提供 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 良質で高度な医療の提供 

 (3) 高度で専門的な医療の提供 

日進月歩の医療に合わせて医療機器を順次更新するとともに、専門資格の取得に努め、最新の治療技術を導入するなど先進医療に積極的に取り組み、高度で専門的な医療を提供すること。 

 

中期計画 実績 

(3) 高度で専門的な医療の提供 

① 高度で専門的な医療の充実 

高度医療機器を計画的に更新・整備するとともに、医療スタッフの

専門資格取得の促進を図ることにより、最新の治療技術を導入するな

ど先進医療に積極的に取り組み、高度で専門的な医療の充実を図る。

また、内視鏡治療の充実を図るための増改築工事を実施し内視鏡セン

ターを整備する。 

 

○高度で専門的な医療の提供 

・ 検査や治療の充実を図り、質の高い手術や内視鏡治療、血管内治療等を中心とした高度で専門的な医療の提供を行った。 

・ Ｃ型慢性肝炎に対するインターフェロンフリー経口剤治療を導入し、延べ３１９人に治療を行った。 

手術室における手術件数については、平成２７年度は眼科の減員もあり一時減少したものの、４年間を通して年２，５００

件以上を実施した。内視鏡治療件数については、平成２７年度は内視鏡センター開設により前年度比８７件増の４０８件とな

り、平成２８年度以降は３６０件程度を保っている。血管造影治療件数については、平成２９年度は機器の更新により治療を

実施できない期間があり、腹部については平成２７年度からの減少傾向も受けて平成２９年度が１１０件と特に少なくなっ

た。頭部については、年度によって上下もあるが２９年度も含め４０件程度実施できた。 

 

○高度医療機器の導入 

 高度医療機器については、手術や診断の質の向上のために計画的な更新・導入を行った。 

年度 医療機器 金額（税込） 

Ｈ26 術中ナビゲーションシステム ２１百万円 
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  Ｘ線透視診断装置 ３４百万円 

Ｈ27 ― ― 

Ｈ28 心血管撮影装置一式 

Ｘ線透視診断装置 

周術期患者管理システム 

１０３百万円 

２２百万円 

４６百万円 

Ｈ29 頭腹部用血管撮影装置 

関節鏡システム 

１３５百万円 

１７百万円 

 

○医療スタッフの専門資格取得の促進 

  高度で専門的な医療の提供を支える医療スタッフの専門資格の取得を促進し、治療・検査技術の維持・向上につなげた。 

 

○内視鏡センターの整備 

内視鏡治療の充実を図るため、増改築工事を実施し内視鏡センターを開設し、最新機種の内視鏡の導入を行った。また、同

センターの開設に合わせ、内視鏡検査及び治療に係る人員の重点配置を行った。【H27】 

 

 

② 臨床研究及び治験の推進 

良質で高度な医療の提供のため、臨床研究及び治験にも積極的に取

り組み、医学の発展に貢献する。 

 

○臨床研究及び治験の推進 

・ 被験者の安全性を確保しながら治験に取り組むとともに、治療効果や安全性検証のため臨床研究についても取り組んだ。 

・ 臨床研究コーディネーター１人の採用を行い、臨床研究管理室を新たに設けた。【H26】 

年度 治験 臨床研究 

Ｈ26 １件 １８件 

Ｈ27 ０件 ２７件 

Ｈ28 ０件 ３０件 

Ｈ29 １件 ３０件 

 

 

 

（関連指標） 

項目 ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績 ２９年度実績 

手術件数 

（手術室施行分） 
２，６２９件 ２，５５４件 ２，６５３件 ２，８２２件 

内視鏡治療件数 ３２１件 ４０８件 ３６２件 ３６１件 

血管造影治療件数（頭部） ３８件 ４１件 ５２件 ４１件 

血管造影治療件数（腹部） １６１件 １７９件 １５７件 １１０件 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる措置 

１ 良質で高度な医療の提供 

 (4) 快適な医療環境の提供 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 良質で高度な医療の提供 

  (4) 快適な医療環境の提供 

医療ニーズの変化に的確に対応し、患者や来院者により快適な環境を提供するため、患者アメニティの改善に取り組み、医療機能の更なる充実に努めること。 

 

中期計画 実績 

(4) 快適な医療環境の提供 

患者や来院者により快適な環境を提供するため、病院モニター制度

等の活用により患者アメニティ（患者療養環境）の改善に取り組む。 

○快適な医療環境の提供 

・ ホスピタルコンサートの開催やクリスマスイルミネーションの設置を行った。 

・ 患者のプライバシーに配慮した入退院説明窓口の設置を行った。【H26】 

・ 患者図書室の蔵書充実、紹介状持参患者への案内の掲示等を行ったほか、エスカレーターの低速度化、小児科外来へのバー

チャル水槽の設置を行った。【H26】 

・ 案内板の増加や増改築工事への対応など病院施設の案内表示の整備を行った。【H26～H28】 

・ 病室タイルカーペットの張替えを完了した。【H26～H27】 

・ 患者の動線に配慮した椅子の設置を行った。【H27】 

・ 雨漏り対策を行った。【H27】 

・ 病棟の浴室改修【H29】並びに病室における空調吹出口の結露対策【H27、H29】、古くなった温水洗浄便座の更新【H28～

H29】を行った。 

・ 化学療法センタートイレの個室スペース拡張を行った。【H28】 

・ 駐車場から外来に向かう屋外階段や廊下における手摺の増設を行った。【H28】 

・ 外来エリアの屋上防水工事及び第１駐車場の舗装改修工事を行った。【H29】 

   

○ボランティア受入れの推進 

更なるボランティアの受入れのため、ボランティア活動に関する受入要綱の作成及びボランティア委員会の立ち上げなど受

入れ体制の整備を行い【H27】、外来受診者への支援に関するボランティアを１人受け入れ【H29】、活動を開始した。 

 

以上のような取組を行い、入院患者満足度調査の院内施設面の評価については、４年間で７３．３点から７６．０点と２．７

点向上し、病室環境面の評価については、４年間で７１．８点から７４．７点と２．９点向上した。 

 

 

（関連指標） 

項目 ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績 ２９年度実績 
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入院患者満足度調査（院内施設

面） 
７３．３点 ７４．７点 ７５．５点 ７６．０点 

入院患者満足度調査（病室環境

面） 
７１．８点 ７２．７点 ７３．６点 ７４．７点 

 

 

 

 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる措置 

１ 良質で高度な医療の提供 

 (5) 法令の遵守 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 良質で高度な医療の提供 

  (5) 法令の遵守 

住民から信頼される病院となるため、医療法をはじめとする関係法令を遵守し、公立病院にふさわしい行動規範と職業倫理を確立し、実践することにより適正な業務運営を行うこと。 

また、個人情報保護及び情報公開に関しては、適切に対応すること。 

 

中期計画 実績 

(5) 法令の遵守 

① 関係法令・行動規範等の遵守 

公立病院にふさわしい行動規範と職業倫理を確立するため、関係法

令や内部規定を遵守することにより、適正な業務運営を行う。 

○法令・行動規範等の遵守 

・ 新規採用職員に対しては採用時研修の機会を活用し、法令・行動規範の遵守を中心とした職員倫理について教育を行った。 

・ 職員倫理に関する倫理意識の醸成を図るため綱紀粛正及び服務規律について啓発を行うとともに、研修会を開催し、職員の

倫理意識の更なる向上に努めた。 

 

② 診療情報等の適正管理 

診療録等の個人の診療情報については、適正に管理するとともに、

大牟田市個人情報保護条例（平成１４年大牟田市条例第２２号）及び

診療録管理規程に基づき、患者及びその家族等への情報開示を適切に

行う。 

また、その他の個人情報の保護及び情報公開については、大牟田市

個人情報保護条例及び大牟田市情報公開条例（平成１５年大牟田市条

例第３７号）に基づき、適切に対応する。 

 

○診療情報等の適正管理 

・ 診療録等の個人の診療情報については適正な管理に努めたが、電子カルテの不適切な閲覧が見られたことから、電子カルテ

の閲覧者が特定される対策を実施するとともに、個人情報保護に関する研修会を実施し、改めて個人情報の取扱に関する職

員の意識啓発・注意喚起を行った。【H28】 

・ 大牟田市個人情報保護条例及び診療録管理規程に基づき、患者及びその家族等に適切な情報開示を行った。 

・ 「特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者を救済するための給付金の支給に関す

る特別措置法」に基づく診療録の自主点検を行い、投与判明者へ通知を行った。【H28～H29】 

・ その他の個人情報保護並びに情報公開についても、大牟田市個人情報保護条例及び大牟田市情報公開条例に基づき適切に対

応した。 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる措置 

２ 診療機能を充実する取組 

 (1)  がん診療の取組（重点） 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ 診療機能を充実する取組み 

 (1) がん診療の取組み（重点） 

「地域がん診療連携拠点病院」としてがん診療体制を充実させるとともに、地域のがん診療の水準の向上に積極的に取り組むこと。 

 

中期計画 実績 

(1) がん診療の取組（重点） 

地域において質の高いがん診療を提供し続けるために、「地域がん診

療連携拠点病院」として、がん診療の専門スタッフの育成を図るとと

もに、手術や化学療法及び放射線治療等の効果的な組合せと、より体

に及ぼす負担や影響が少ない治療に積極的に取り組む。また、がん治

療に関する支援体制を充実させるほか、緩和ケアに係る診療体制の充

実を図る。さらに、がんに関する地域の医療従事者を対象とした研修

や、連携パス（地域医療連携治療計画）を使った治療に取り組み、地

域のがん診療の水準の維持向上を図る。 

 

○地域がん診療連携拠点病院の認定更新 

「地域がん診療連携拠点病院」の指定については、承認要件の整理や体制整備を行い、平成２７年３月末に指定（更新）を

受けることができた。 

 

○がん診療の取組 

・ がん診療については、手術、放射線治療、分子標的薬を含む化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療を行い、内視鏡治

療や鏡視下手術等より体に及ぼす負担や影響が少ない治療にも積極的に取り組んだ。 

・ 産婦人科において、初期子宮体がんに対する腹腔鏡下子宮悪性腫瘍手術の導入に新たに取り組み、施設基準の届出を行っ

た。【H29】 

がん手術件数については、年度によって上下があるものの概ね５００件から５５０件程度実施した。放射線治療件数につい

ては、放射線治療の常勤医不在の影響もあり減少傾向にあったが平成２９年度で若干ではあるが増加に転じた。化学療法件数

については、一貫して増加傾向にあり、平成２６年度と平成２９年度とを比較すると７６４件の増加となった。 

 

○がん治療及び緩和ケアに係る診療体制の充実 

・ 「地域がん診療連携拠点病院」としての機能向上については、非常勤の放射線治療医に加え、新たに非常勤の放射線読影医

を確保することができ【H27】、緩和ケア認定看護師資格【H26】及びがん放射線療法認定看護資格【H27】をそれぞれ職員

１人が取得した。また、患者へのがん告知の際には、がん化学療法認定看護師及び緩和ケア認定看護師を中心にできるだけ

看護師の同席に努め、がん患者ケアの充実を行った。 

・ 緩和ケア提供体制の充実に関しては、緩和ケアチームによる回診を平成２６年度から週１回と定期化したほか、緩和ケアセ

ンター設置検討専門部会において緩和ケアセンター設置の必要性も含めて当院の緩和ケア提供体制について検討し、改善を

行った。また、緩和ケアに関する勉強会を開催し、スタッフのスキルアップにつなげた。 

 

○がんに関する地域の医療従事者を対象とした研修会及び住民に対する普及啓発活動の実施 

・ ＣＰＣ（臨床病理カンファランス）、ＣＣＣ（臨床がんカンファランス）、緩和ケア研修会の開催により地域の医療従事者

への研修を実施した。 

・ がんに関する市民公開講座を年１回開催し、住民に対する普及啓発活動に取り組んだ。 
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 ○がんサロンの開催 

筑後地区の４つの地域がん診療連携拠点病院共同で、久留米市を拠点にがんサロンを開催した。また、地元大牟田地区にお

いてもがんサロンの開催を行った。 

 

○がん地域連携パスの推進 

がん地域連携パス（地域連携治療計画）に関しては、福岡県統一パスの進ちょく状況に合わせ、連携先医療機関との協議を

行いながら運用を推進し、平成２９年度末では累計６２件のパスの運用を行った。 

 

 

（関連指標） 

項目 ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績 ２９年度実績 

がん手術件数 

（前掲の手術件数のうち数） 
４９２件 ５４２件 ４７８件 ５４７件 

放射線治療数 ４，３９０件 ３，９７８件 ３，１１１件 ３，２１５件 

化学療法件数 １，９９１件 ２，３５０件 ２，５９７件 ２，７５５件 

 

 

 

 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる措置 

２ 診療機能を充実する取組 

 (2) 救急医療の取組 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ 診療機能を充実する取組 

 (2) 救急医療の取組（重点） 

高齢化率が非常に高い本市にあっては、救急医療に対するニーズは今後も高いため、関係機関との連携の下に、より充実した救急医療体制を構築すること。 

 

中期計画 実績 

(2) 救急医療の取組（重点） 

地域住民の救急医療へのニーズに応えるため、２４時間３６５日救

急医療の提供を行う。また、救急専門の医師の確保を目指すととも

に、救急看護認定看護師の育成等による医療スタッフのレベルアップ

及び医療機器の充実並びに増改築工事の実施により、救急受入体制の

充実を図る。特に、急性心筋梗塞や脳卒中など緊急かつ重篤な患者の

受入れについては、体制強化できるよう引き続き最大限の努力を行

う。 

○救急医療の取組 

救急搬送については、重症患者を中心に２４時間３６５日救急医療の提供を行った。当院で対応が困難な３次救急の症例に

ついては救命救急センター等と連携し、必要な処置を行った上で、久留米大学病院及び聖マリア病院に迅速に搬送を行った。 

 

○救急受入体制の充実 

・ 救急機能の充実については、常勤の救急専門医【H28】を確保するとともに、救急看護認定看護師資格を２人【H27、H29】、

集中ケア認定看護師資格を１人【H27】が取得した。また、救急に係る認定看護師が中心となって、看護師の救急初療対応 
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なお、大牟田市立病院で対応が困難な３次救急については、久留米

大学病院や聖マリア病院等の救命救急センターと緊密に連携し、必要

な処置を行い、搬送等により、迅速かつ適切な対応を行う。 

救急救命士の気管挿管実習の受入れや救急隊との症例検討会あるい

はＩＣＬＳ（心停止蘇生トレーニング）研修などの開催により、地域

の救急医療水準の向上を図る。 

 

力向上のための研修【H27～H29】や医師・看護師・コメディカルスタッフ合同の救急初療対応等の研修【H29】を実施する

など医療スタッフのレベルアップを行った。 

・ 救急隊からの連絡を受けて医師に適切な繋ぎを行う救急車対応受入ナースの育成に取り組んだ。【H28～H29】 

・ 多数傷病者や重症外傷患者に迅速かつ適切に対応するための医師・看護師・コメディカルの役割分担及び連絡網（重症外傷

モード）の整備を行った。【H29】 

・ 新たな心血管撮影装置等の導入及び急性心筋梗塞に対応できる非常勤の循環器専門医の確保を行い、心臓カテーテル検査を

平成２８年度から再開するとともに、コメディカルスタッフの育成により対応力向上を図り、平成２９年度には心臓カテー

テル治療を１件実施した。 

 

○救急外来の拡充 

・ 増改築整備工事により、救急車２台を同時に受け入れることができる救急外来処置室や時間外外来診察室を整備し、重症患

者と時間外外来患者の動線を切り離す等、救急外来機能の充実強化を行った【H27】。これに伴い、救急外来へのスタッフ

の重点配置を行い、時間外診療や救急車対応の充実につなげた【H28】。 

 

○地域の救急医療水準の向上 

・ 救急救命士の気管挿管実習【H26】、救急救命士の技術向上に向けた再教育実習、救急ワークステーション実習の受入れを

行い、救急救命士のスキルアップに貢献した。 

・ 当院職員や近隣の開業医、消防職員等が合同で、救急症例検討会を毎月１回開催し、地域の救急医療の水準の向上に寄与し

た。 

・ 心停止時の蘇生を適切に行うため、大牟田市内の医療従事者等を対象とする救急蘇生講習会（日本救急医学会認定蘇生ト

レーニングコース）の開催を毎年行った。また、インストラクター講習についても年１回開催した【H26～H28】。 

 

以上のような取組を行い、救急車搬送患者数については、平成２７年度以降２，０００人以上を維持することができており、

救急車搬送からの入院患者数についても平成２７年度以降１，３５０人以上を維持できている。 

 

 

（目標値）                              （参考） 

項目 ２９年度目標値 ２９年度実績  ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績 

救急車搬送からの入院患者数 １，２００人 １，３５２人  １，３２５人 １，３５３ １，３７７人 

 

（関連指標） 

項目 ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績 ２９年度実績 

救急車搬送患者数 １，８０１人 ２，０１６人 ２，２０８人 ２，１００人 
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第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる措置 

２ 診療機能を充実する取組 

 (3) 母子医療の取組 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ 診療機能を充実する取組み 

  (3) 母子医療の取組 

母子医療への取組は、地域の重要な課題であることから、今後も母子医療を担っていくこと。 

 

中期計画 実績 

(3) 母子医療の取組 

産科医療においては、地域の産婦人科医との連携を推進するため、

セミオープンシステム等の体制を維持し、総合周産期母子医療セン

ター等と連携を密にすることにより、安心して子どもを産める環境づ

くりに努める。 

また、助産師外来を充実させ、産科医と助産師の役割分担を行うこ

とで、産科医の勤務環境を改善するとともに、助産師が妊娠初期から

分娩・産じょくまで関わり、安心できる環境を構築し、院内助産の充

実を図る。 

小児医療においては、地域医師会と共同で行う平日夜間小児輪番制

事業の継続に貢献し、夜間における小児救急ニーズに対応するととも

に、２次救急及び入院医療を中心に地域の中核病院としての役割を果

たす。  

 

○周産期医療の取組 

・ 産婦人科医については４人の体制を維持することができ、また、地域の産婦人科医と連携して分娩を行うセミオープンシス

テムの整備を行い、地域で安心して子どもを産める医療環境の確保に努めた。 

・ ハイリスク分娩への対応については、帝王切開の際に小児科医が立ち会うなど産婦人科医、小児科医並びに助産師等が協働

するとともに、ハイリスク分娩や緊急受入れを想定した産科シミュレーションを実施し、医師及び関連部署の連携について

検討、改善を行った。件数については年度によって上下はあるものの、地域のニーズに対応することができている。 

・ 地域の産科医や助産師等を中心とした周産期研修会を立ち上げ【H28】、地域の周産期医療の連携及びネットワークづくり

の推進を行った。また、産科開業医との連携強化を目的に、緊急時の情報共有シートとなる「母体搬送看護情報提供書」を

作成し、当院を含む１２施設にて運用を行った【H29】。 

 

○助産師外来の充実 

・ 助産師外来では、助産師によるエコー検査を含めた妊婦健診の充実や、骨盤ケア、母乳育児相談、乳房外来、産後２週間健

診、１ヵ月健診、アロマ療法などを行い、妊娠、分娩、産じょくを通したケアの充実を図った。 

・ １１人の助産師が日本助産評価機構によるアドバンス助産師（CLoCMiP レベルⅢ）の認証を受けた。【H27】 

 

○小児医療の取組 

・ ２次救急及び入院医療を中心に小児医療の提供を行ったが、小児新規入院患者数は減少傾向にあり、平成２６年度と平成２

９年度とを比較すると２１０人の減少となった。 

・ 地域医師会と共同で行う平日夜間小児輪番制事業については、同事業参加医療機関が当院の第２救急外来を利用して診療を

行う新たな運営体制に協力する【H29】など事業の継続に貢献するとともに、当院以外の医療機関が当番の日についても、

当番医療機関から紹介があった患者について受入れを行い、入院治療等の必要な医療を提供することで、地域の小児医療に

貢献した。 

・ 有明地区小児感染症発生動向を当院のホームページに掲載し、地域の開業医等に対する情報提供を行った。 

 

 

（関連指標） 

項目 ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績 ２９年度実績 
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小児新規入院患者数 ９５４人 ９１７人 ８６６人 ７４４人 

ハイリスク分娩件数 ７０件 ３８件 ５４件 ７７件 

 

 

 

 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる措置 

２ 診療機能を充実する取組 

 (3) 災害等への対応 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

２ 診療機能を充実する取組 

  (3) 災害等への対応 

災害時には「災害拠点病院」としての役割を果たすとともに、新型インフルエンザ等公衆衛生上重大な健康被害が発生し、又は発生しようとしている場合には、市長の求めに応じ、市、

関係機関及び関係団体と連携して迅速かつ適切な対応をとること。 

 

 

中期計画 実績 

(4) 災害等への対応 

災害時には「災害拠点病院」としての役割を果たすとともに、新型

インフルエンザ等の大規模感染症発生時に備えて、初期対応が可能な

施設整備を行う。 

また、県内において大規模災害が発生した場合は、ＤＭＡＴチーム

（災害派遣医療チーム）を派遣する等の医療救護活動の支援に努め

る。 

 

○災害等への対応 

・ 熊本地震においては、被災地から入院患者２人及び新生児１人の受入れを行った【H28】。震災後には、病棟機能を失った

熊本市民病院から、病院建替えまでの一時的な職員受入れの打診を受け、８月より同病院の職員（看護師、助産師、薬剤

師）の受入れを行った。【H28～H29】 

・ 災害拠点病院機能の充実については、災害時の優先給水について大牟田市と具体的な対応内容を相互の災害マニュアルに記

載するなどの協議【H28】を行うとともに、増改築整備工事により災害物資の備蓄スペースを新たに設け【H27】、簡易ベッ

ド等の災害備蓄備品の確保【H28】及び消費期限にあわせた備蓄食糧の入れ換えと採用品目の見直し【H29】を行った。ま

た、災害時の患者受入れを想定し、救急外来の時間外通路に新たに医療用ガス供給設備を設けた【H27】。 

・ ＤＭＡＴの充実強化については、日本ＤＭＡＴ隊員に５人登録され【H26】、派遣可能な範囲が全国規模に広がるととも

に、福岡県ＤＭＡＴ隊員養成研修に新たに８人派遣【H26、H29】しチームの増強に取り組んだ。 

・ 事業継続計画（ＢＣＰ）の考え方に基づいた災害対応マニュアルの改訂【H28】を行い、多数傷病者受入れを想定した災害

対応訓練を同マニュアルに基づいてＤＭＡＴ隊員が中心となって実施した【H28～H29】。 

・ 全国自治体病院協議会福岡県支部の会員病院間で災害時における医療機関相互応援に関する協定を締結した。【H28】 

・ 日本循環器学会（ＪＣＳ）の九州支部内災害時病院間ネットワーク事業へ参加し、ＪＣＳ九州支部地域拠点病院となった。

【H29】 

 

○大規模感染症発生時への初期対応が可能な施設整備 

新型インフルエンザ等の大規模感染症の流行に備え、感染症患者等への初療対応を行うための独立した診察室を整備する

【H27】とともに、大規模感染症流行時の診療継続計画（ＢＣＰ）の作成【H26】を行った。 
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 ○災害派遣の実績 

・ 熊本地震においては、当院からＤＭＡＴが３回出動し被災地での医療救護活動を行った。災害支援ナースについても１人を

派遣し、被災者の健康管理などの支援を行った。【H28】 

・ 九州豪雨においては、当院からＪＭＡＴを２チーム、災害支援ナースを１人派遣し、被災地での救護活動に参加した。

【H29】 

 

○医療救護技術の習得及び関係機関との連携強化 

・ 大牟田市総合防災訓練、九州・沖縄ブロックＤＭＡＴ実働訓練等に積極的に参加し、災害派遣時に備えた医療救護技術の習

得及び自衛隊や警察等の関係機関との連携強化を行った。 

・ 大分県で開催された南海トラフ地震を想定した広域患者搬送訓練に参加し、ＤＭＡＴとして県域を越えた患者搬送実動訓練

を行った。【H27】 

 

 

 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる措置 

３ 地域医療連携の推進と地域医療への貢献 

 (1) 地域医療連携の推進（重点） 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 地域医療連携の推進と地域医療への貢献 

  (1) 地域医療連携の推進（重点） 

「地域医療支援病院」として地域医療機関との更なる連携を推進すること。 

 

中期計画 実績 

(1) 地域医療連携の推進（重点） 

地域において必要な医療を提供するために、「地域医療支援病院」と

して、かかりつけ医からの紹介患者に対する医療提供や、医療機器の

共同利用の推進を図るとともに、連携パスの運用や地域医療連携シス

テムの普及等により、紹介先医療機関への診療情報の提供や支援の推

進を図る。 

また、国が進める医療・介護サービス体系構築に向けて、地域の医

療機関との連携のみならず介護施設等との連携を強化する。 

○地域医療構想に基づく病床機能分化の推進 

福岡県地域医療構想の方向性を踏まえ、地域における中核病院として、急性期及び現況で不足している高度急性期の医療機

能を担うことで、地域の病床機能分化につなげた。また、平成２９年度においては熊本市民病院職員帰院後の運営体制や必要

病床数について検討を行うとともに、地域医療構想調整会議病床機能分化連携推進部会にて公的医療機関等２０２５プランに

基づき当院の地域における役割及び担うべき病床機能について説明を行った。 

 

○地域医療連携の推進 

・ 紹介元からのスムーズな受診を推進するため、紹介患者予約制度の拡充に取り組むとともに、紹介患者に対する医療提供の

状況については診療情報提供書を通じ紹介元医療機関へ適切に情報提供を行った。 

・ 地域医療支援病院運営委員会を年４回開催し、学識経験者、行政、医師会などの関係機関からの意見も踏まえ、地域医療支

援活動の充実を図った。また、近隣の地域医療支援病院（荒尾市民病院、公立玉名中央病院、当院）間での情報共有や機能

強化を目的に、病院長会議を開催した。 

・ 地域包括ケアシステムの構築を見据えた医療分野と介護領域の連携強化を目的に、地域の医療従事者と介護従事者の合同の 
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 カンファランス等への参加などで情報共有の推進を図った。また、入院予定等の患者に対して外来通院の段階からスクリー

ニング面談を実施し、当院における療養や当院からの退院・転院に係る問題・課題を予め抽出しておくことで、関係する医

療職が早期に対応できる体制を整えた【H27】。 

・ 患者の状態に応じ適切な紹介先医療機関を選択するために、医療機関データベースの充実に取り組んだ。 

・ 地域医療連携システムについては参照機能拡大及び荒尾市民病院のシステムとの連結を実施【H26】するとともに連携医療

機関数の増に取り組んだほか、当院の診療機能や高度医療機器等に関する積極的な情報提供を行うことで地域の医療機関と

診療情報共有を推進し、切れ目のない医療連携を行った。また、福岡県医師会が推奨する「とびうめネット」への参加登録

を行った【H26】。 

・ 地域連携パスの運用を積極的に行い、地域の医療機関と協力し切れ目のない医療の提供に努めた。 

 H26 H27 H28 H29 

地域連携パス運用件数 

（算定ベース） 
１８５件 １６０件 １１６件 １９０件 

 

○医科歯科連携の推進 

 歯科医師会と協力して非常勤の歯科衛生士３人を配置【H28】し、周術期のがん患者を中心に口腔ケアなどの介入を行うこ

とでがん患者等の療養上の生活の質及び治療効果の向上につなげた【H28～H29】。 

 

以上のような取組を行い、紹介率については一貫して上昇傾向にあり、平成２９年度においては８７．１％まで上昇した。逆

紹介率については、年度によって上下はあるものの高い水準で推移している。 

 

 

（目標値）                              （参考） 

項目 ２９年度目標値 ２９年度実績  ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績 

紹介率 ６５．０％ ８７．１％  ６６．２％ ７９．４％ ８５．５％ 

逆紹介率 ７０．０％ ９８．１％  ８８．８％ ９９．１％ １０５．６％ 

※中期計画の目標値及び平成２６年度実績は旧算定基準に基づく数値となっている。 

 

 

 

 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

３ 地域医療連携の推進と地域医療への貢献 

 (2) 地域医療への貢献 

 

中
期
目
標 

３ 地域医療連携の推進と地域医療への貢献 

 (2) 地域医療への貢献 

「地域医療支援病院」として、地域の医療従事者の専門性向上にも努め、地域医療をけん引し、その発展に貢献すること。 
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中期計画 実績 

(2) 地域医療への貢献 

「地域医療支援病院」として、地域医療従事者への研修会等の充実

を図り、地域医療水準の向上に貢献する。 

 

○地域医療への貢献 

・ 地域と一体となって高度な医療技術と専門知識の向上に努め、地域医療従事者へ救急症例検討会や救急蘇生講習会、緩和ケ

ア研修会等の各種研修会を実施した。 

・ 地域の医療従事者が利用しやすいよう、病院図書室を移転し閲覧スペースを拡充するとともに、事前申請を不要とし、時間

外利用も可能とした。【H29】 

 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとる措置 

１ 人材の確保と育成 

 (1) 病院スタッフの確保（重点） 

 

中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 人材の確保と育成 

  (1) 病院スタッフの確保（重点） 

質の高い医療を提供するため、医師、看護師の確保はもとより、多種多様な専門職など優秀な人材を確保すること。 

 

中期計画 実績 

(1) 病院スタッフの確保（重点） 

① 医師、看護師の確保 

質の高い医療を提供していくために、関係機関等との人事交流や臨

床研修プログラムの充実等により、医師及び臨床研修医の確保に努め

る。 

また、質の高い看護を提供していくために、より効果的な採用活動

の強化を図ることはもとより、教育制度の充実や就労環境の向上に取

り組み、優秀な看護師の確保に努める。 

 

○医師の確保 

・ 久留米大学教育関連病院として、医師派遣元の久留米大学医学部医局及び主任教授の訪問等を行い連携強化に取り組むとと

もに、後期臨床研修医を中心とした定期的な異動を通して診療医師数の安定・確保に努めた。しかしながら、平成２９年度

から同大学からの医師派遣の中で精神科が減員となり、非常勤医師派遣により同科の外来診療及び入院患者のコンサルテー

ション等に対応する体制を採ることとなった。 

・ 地域内の医師定着に向けて、荒尾・大牟田地区の初期臨床研修医の合同カンファランス開催や当地の魅力発信を目的とした

医学生のサマースクールを行った。また、他施設から実習希望があった医師についても実習受入れを行った。 

・ 医師及び初期臨床研修医を確保する観点から、医学生奨学金貸付制度により平成２９年度までに医学生５人へ貸付を行い、

初期臨床研修医３人の採用につながった。また、奨学生には夏季休暇期間中に当院での実地体験学習を個別に実施した。 

・ 新専門医制度については、久留米大学や聖マリア病院の研修連携施設として専攻医の受入れ体制を整備した。【H29】 

 

 H27.3.31 H28.3.31 H29.3.31 H30.3.31 

常勤医数 

（初期臨床研修医含む） 
６０人 ５９人 ５８人 ５８人 
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 ○看護師の確保 

・ 安定的な７対１看護体制の確保のため、引き続き中途採用の実施、随時募集、病院見学の実施、当院ホームページ中の看護

部特設ページにおける求職中の看護師への情報提供、新人教育の充実等に取り組み、病院全体で看護職員の確保を行った。

また、平成２８年８月から熊本市民病院の職員受入れを行った【H28～H29】。 

・ 就労環境については、全病棟３人夜勤体制の実施【H27】、二交代勤務の試行及び平成３０年度からの正式導入に向けた規

程の整備などに取り組み看護師の離職防止及び定着化に努めた。 

・ 教育制度については、看護部の階層別研修としてのクリニカルラダーシステムの充実及び定着を図り、新卒から看護管理者

までを対象に院内研修を実施した。 

・ 看護師確保の観点から、看護学生奨学金貸付制度により平成２９年度までに看護学生１２人へ貸付を行い、１２人全員の採

用につながった。 

 

 H27.3.31 H28.3.31 H29.3.31 H30.3.31 

看護職員数 ２６９人 ２７２人 

３０４人 

（うち熊本市民病院

職員２４人） 

３０５人 

（うち熊本市民病院

職員２１人） 

 

 

② 多種多様な専門職等の確保 

医療技術職等については、チーム医療の推進等病院機能の向上を図

る観点から、多種多様な専門職の確保に努める。 

また、安定した病院運営を維持するために、事務職の優秀な人材の

確保に努める。 

 

○多種多様な専門職等の確保 

・ チーム医療の推進等病院機能の向上を図るため、新たに臨床研究コーディネーターの採用【H26】を行うとともに、薬剤

師、診療放射線技師、理学療法士、作業療法士、管理栄養士、臨床工学技士、社会福祉士の増員を行った。 

・ 診療録管理に係る診療情報管理士については、委託契約から直接雇用に切り換えて新たに人材確保を行った。【H27】 

・ 多種多様な専門職等の確保に当たっては、大学等への試験案内の送付及び学校訪問、ホームページへの掲載、インターネッ

ト求人サイト、求人広告及び市の広報紙への募集記事の掲載等の広報活動を行った。 

 

 H27.3.31 H28.3.31 H29.3.31 H30.3.31 

医療技術職員数 ７６人 ７７人 

８１人 

（うち熊本市民病院

職員２人） 

８４人 

（うち熊本市民病院

職員２人） 

 

 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとる措置 

１ 人材の確保と育成 

 (2) 研修及び人材育成の充実 
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中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 人材の確保と育成 

 (2) 研修及び人材育成の充実 

研修の充実を図り、職務、職責に応じた能力の発揮や専門性の向上に努めること。また、地域の医療従事者等の受入れを図ること。 

事務部門においては、病院経営の専門的知識や経営感覚に優れた人材を育成し、組織としての経営の専門性を高めること。 

 

中期計画 実績 

(2) 研修及び人材育成の充実 

① 教育・研修制度の充実 

職務、職責に応じた階層別研修や各テーマ毎の院内研修会の充実を

図るとともに、外部の研修等も活用しながら職員の資質の向上を図

る。 

 

○教育・研修制度の充実 

・ 職務・職責に応じた階層別の教育研修体系（階層別研修）の下、４年間で計画した研修カリキュラムを着実に実施し、職員

それぞれの能力の向上や組織内における役割意識の醸成を図った。また、初任者層の支援の充実を図るため、新任役職者を

院外の役職者基礎研修に派遣した。 

・ 高度で専門的な知識や技能の取得を促進するため、院内の研修会や講習会を研究研修委員会が中心となって計画的に実施し

た。 

・ 学会をはじめ院外の研修会や講習会等にも職員を派遣し、職場報告会等で研修成果の還元を行った。 

 

② 人材育成の充実 

学会参加や論文発表を推進し、職員の専門性の向上を図るととも

に、認定資格等の取得支援を行うことにより、専門知識を有した人材

を育成する。 

○人材育成の充実 

・ 専門性の向上を図るため、職員の学会参加や論文発表を推進した。 

・ 専門知識を有した人材を育成するため、認定看護師資格取得資金貸付制度の運用により、認定看護師コースに職員を派遣

し、認定看護師資格取得の支援を行った。また、同制度の対象を専門看護師に広げ、認定看護師・専門看護師資格取得資金

貸付制度として整備を行った【H28】。 

・ 那覇市立病院との交流研修を実施し、当院から２人を１ヵ月間派遣するとともに、那覇市立病院より職員２人を受け入れ

た。【H26】 

 

 H26 H27 H28 H29 

研究研修費 

（執行額ベース） 
３３，２６０千円 ３１，５５４千円 ３０，０３５千円 ３２，３４８千円 

 

認定・専門看護資格 派遣年度 資格取得年度 

緩和ケア 
Ｈ25 

Ｈ28 

H26 

－ 

がん放射線療法看護 Ｈ26 Ｈ27 

救急看護 
Ｈ26 

Ｈ28 

Ｈ27 

Ｈ29 

集中ケア Ｈ26 Ｈ27 

皮膚・排泄ケア Ｈ28 － 

老年看護 Ｈ29 － 
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③ 事務職員の専門性の向上 

病院運営に必要な専門知識や経営感覚に優れた人材を育成する。 

○事務職員の専門性の向上 

外部研修の活用や事務局における定期的な院内勉強会の実施等により、病院運営に必要な専門知識や経営手法等の習得を支

援し、全国自治体病院学会等での学会発表や診療情報管理士等各種資格の取得につながった。また、社会人経験者を含む新規

採用職員については医療経営士３級受験を推奨し１５人が合格したほか、平成２９年度において同２級資格に１人が合格し

た。 

 

④ 教育・研修の場の提供 

関係団体や関係機関等からの実習受入れを行い、地域医療水準の向

上に貢献する。 

○教育・研修の場の提供 

・ 地域医療水準の向上に診療部においてはクリニカル・クラークシップや地域医療研修プログラムとして、看護部においては

看護学生実務実習施設としての受入れを行ったほか、薬剤部、中央検査部、中央放射線部、リハビリテーション科、地域医

療連携室においても実習生の受入れを行った。また、事務部門においても、大学・専門学校からの実習生の受入れを行っ

た。 

・ ＪＩＣＡ青年研修事業カンボジア国母子保健実施管理コースについて受入れを行い、カンボジア人医師２人、助産師１２人

が当院にて研修を行った。【H26】 

 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとる措置 

２ 収益の確保と費用の節減 

 (1) 収益の確保 

 

中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

２ 収益の確保と費用の節減 

  (1) 収益の確保 

診療報酬改定等の医療環境の変化に的確かつ迅速に対応し、引き続き医業収益の確保を図ること。 

 

中期計画 実績 

(1) 収益の確保 

診療報酬改定等の医療環境の変化及び医療資源の変動に適宜対応

し、適正な医業収益の確保に努める。 

 

○入院患者数の維持・確保 

・ 新規入院患者数の維持・確保については、救急医療の強化及び地域包括ケアシステムの構築を見据えた地域医療連携の推進

等に取り組み、平成２６年度で増加に転じ、平成２７年度以降は７，６００人以上を維持することができた。 

・ 医療資源の変動への対応については、病院機能の向上並びに効率的・効果的な病院運営を行う観点から、平成２７年度にお

いて１病棟を休床し、診療科の入れ換え等の病棟再編や内視鏡センター及び救急外来への重点配置を実施するなど医療資源

の集約化と戦略的な再配置を進め、高度で専門的な医療の提供並びに救急医療の強化につなげた。平成２８年度において

は、入院患者が増加する冬期に空床の確保が困難となる状況が続いていたため、熊本市民病院からの職員受入れにより休床

病棟を再開するとともに、より効率的・効果的な病棟運営を目指して一部病棟で診療科の入れ換え等の再編を実施し、１０

月から稼働病床３２６床での運営を行うことで入院患者受入体制の強化を図った。 

・ 病床利用率については、平均在院日数（診療報酬算定における除外患者も含めた全ての入院患者の値）が短縮傾向にあり、

４年間で１２．６日から１２．２日と０．４日短縮したが、患者の病態に合った適切な病床管理に努めたことで一定水準を 
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 維持することができた。 

 

○新たな施設基準の取得 

診療機能を充実する取組と併せ、看護職員夜間配置加算（１６対１）や病棟薬剤業務実施加算など新たな施設基準の届出を

行い、収益の確保に努めた。 

 

○医業収益の確保 

入院収益については、診療報酬のマイナス改定が続き入院単価の上昇が難しい局面にあったが、Ｃ型肝炎等の高額医薬品の

導入や手術手技料の増加、リハビリテーション科の強化によるリハビリテーション料の増加などにより４年間で５２，０００

円台まで伸ばすことができ、延べ患者数も増加したことから、平成２９年度においては平成２６年度と比べ２７４，９３６千

円の増収となった。外来収益については、平成２９年度において高額医薬品の外来処方を行ったことで外来単価が大幅に上昇

し、平成２６年度と比べ１９，９７１千円の増収となったが、基調としては積極的な逆紹介の推進による延べ患者数の減少に

伴う減収傾向にある。医業収益全体では、平成２９年度は平成２６年度と比べ３０７，０８１千円の増収となった。 

 

 

（目標値）                              （参考） 

項目 ２９年度目標値 ２９年度実績  ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績 

入院単価 ５５，０００円 ５２，５６１円  ５１，１１４円 ５２，７６２円 ５２，２８５円 

病床利用率 ７８．６％ ７８．９％  ７７．０％ ７８．７％ ７９．５％ 

新規入院患者数（再掲） ７，２００人 ７，６６８人  ７，２５２人 ７，６０１人 ７，６７０人 

平均在院日数 １２．５日 １２．７日  １２．９日 １２．６日 １２．７日 

外来単価 １３，０００円 １４，７７９円  １２，８３０円 １２，８４９円 １３，５１０円 

※平成２６年度から平均在院日数の計算から除外される患者について変更があったが、中期計画の目標値は平成２５年度までの基準に基づく数値となっている。 

（平成２５年度までの除外患者） 

 ・保険診療以外の患者 

 ・９０日を超えて入院する患者の中で、別に厚生労働大臣が定める状態にある者 

 ・一般病棟入院基本料を算定しない患者（亜急性期入院医療管理料を算定している患者） 

（平成２６年度からの除外患者） 

 ・保険診療以外の患者 

 ・一般病棟入院基本料を算定しない患者（入院期間５日以内の短期滞在手術等基本料３を算定している患者） 

 

 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとる措置 

２ 収益の確保と費用の節減 

 (2) 費用の節減 
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中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

２ 収益の確保と費用の節減 

  (2) 費用の節減 

効率的、効果的な業務運営に努め、引き続き費用の節減に努めること。 

 

中期計画 実績 

(2) 費用の節減 

職員の費用節減意識の醸成を図り、材料費の購入単価の低減や在庫

管理を徹底することによる使用量の適正化に努め経費の節減を図る。 

 

費用の削減については、職員の増員や高額医薬品の使用、消費税増税、増改築等による費用の増があったなかで、平成２６

年度と平成２９年度を比較すると医業費用全体では３５０，６４２千円の増加となったが、下記のような費用節減に努め経費

については２７，６０７千円削減できた。また、経費比率についても４年間で２０パーセント台まで低下している。いっぽ

う、材料費比率については、２１パーセント台まで上昇しているが、これは平成２７年度からの高額医薬品の使用による薬品

費の増加の影響が大きくなっている。 

・ 購入の必要性や業務委託の内容など、支出に関わる項目の全てを徹底的に検証するとともに、必要最小限度の予算執行にと

どめるため毎月の予算管理を徹底し、費用の節減を行った。 

・ 平成２６年度においては職員の増員や消費税増税の影響により費用の大幅な膨らみが予想されたなか、材料費の削減や経費

の圧縮に取り組み、医業費用全体では前年度比約４，０００万円の増にとどめることができた。 

・ 委託料の削減については、遠隔読影診断委託料や医事クラークの配置についての見直し【H27】及び施設管理業務及び清掃

業務の委託契約における指名競争入札等【H28】を実施した。 

・ 診療材料等の物流管理委託事業者を１者化【H27】し、スケールメリットを生かした診療材料単価の見直し等を行ったこと

により、委託料【H27】及び診療材料費の削減【H27～H29】につなげた。 

・ 保守料の削減については、機器及びシステム保守等の必要性や内容の見直しを行うとともに、一部機器で保守契約の包括化

を行った。【H28～H29】 

・ 薬品費の削減については、後発医薬品の採用比率向上に取り組んだ。また、平成２８年度においては、高額医薬品の薬価引

き下げに加え、厳しい価格交渉を行った。 

 

 

（目標値）                              （参考） 

項目 ２９年度目標値 ２９年度実績  ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績 

材料費比率 ※１ １９．８％ ２１．３％  ２０．２％ ２１．９％ ２１．２％ 

経費比率  ※２ ２３．０％ ２０．９％  ２２．２％ ２１．５％ ２０．８％ 

※１ 材料費比率＝材料費／医業収益 

※２ 経費比率＝（経費（医業費用）＋経費（一般管理費））／医業収益 
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとる措置 

３ 経営管理機能の充実 

 (1) 経営マネジメントの強化 

 

中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

３ 経営管理機能の充実 

  (1) 経営マネジメントの強化 

大牟田市立病院（以下「市立病院」という。）の運営に当たっては、病院長及び各部門の長がリーダーシップを発揮し、組織内における適切な権限委譲と責任の明確化を行った上で、相互

の連絡調整を図り、効率的かつ効果的な経営マネジメント体制の充実を図ること。 

 

中期計画 実績 

(1) 経営マネジメントの強化 

病院の業務を効率的かつ効果的に運営するため、組織内における適

切な権限委譲と責任の明確化のうえ、病院長及び各部門の長がリー

ダーシップを発揮し、相互の連絡調整を図り、効率的かつ効果的な経

営マネジメント体制の充実を図る。 

 

・ ＢＳＣ（バランスト・スコアカード）手法により、組織全体がビジョンを共有したうえで各部門が行動計画書を作成し目標

達成に向けて取り組み、定期的な進ちょく管理を行うことでＰＤＣＡサイクルを確立した経営マネジメント体制の充実を

図った。 

・ 部署間の相互理解を促進するため、年度中間の進ちょく確認を理事者による所属長へのヒアリングから全職員に開かれた場

で進ちょく状況の報告と質疑を行う中間報告会の形式に変更した。【H29】 

・ ５月に経営者層及び各部署の代表者にて合宿研修を行い、第３期中期計画策定に先立ち新たな戦略マップを作成するととも

に、１１月に経営者・管理職層が合同で新たなスコアカードについて集中討議を行い、平成３０年度年度計画の策定につな

げた。【H29】 

 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとる措置 

３ 経営管理機能の充実 

 (2) 継続的な業務改善の実施 

 

中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

３ 経営管理機能の充実 

 (2) 継続的な業務改善の実施 

人事給与制度の見直しや職場環境の整備等を適宜行い、職員のモチベーションの維持及び向上を図ること。 

また、病院機能評価で示されているより高い基準を目指して、継続的に業務改善に取り組むこと。 

 

中期計画 実績 

(2) 継続的な業務改善の実施 

① 柔軟な人員配置及び適正な人事給与制度の維持 ○柔軟な人員配置及び適正な人事給与制度の維持 
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病院の業績や社会情勢の変化を考慮し、人員配置及び人事給与制度

の見直しを適宜行い、職員のモチベーションの維持・向上を図る。 

 

・ 病院の業績や医療を取り巻く社会情勢の変化に注視し、職員のモチベーションの維持・向上を図りながら、柔軟な人員配置

を行った。 

・ 人事給与制度については、扶養手当を勤勉手当の基礎額から除外するとともに、実際に勤務している職員とのバランスを考

慮した期間率（支給割合）を新たに設定する期末・勤勉手当（賞与）の見直しを行った。さらには、労働契約法及びパート

タイム労働法の改正趣旨に沿って、嘱託員に対する無期雇用制度、人事評価制度、昇給制度及び臨時職員を含めた通勤手当

の新設等を行った。【H27】 

・ 働き方改革等新たな時代のニーズに応えつつ、将来にわたり病院経営を安定的に行うことができる制度へ見直すため、次年

度に専任部署を設置することとし、その設置に係る規程等の整備を行った。【H29】 

 

② 職場環境の整備 

職員の増員等により手狭となった執務室や職員休憩室等の整備を実

施するなど就労環境の向上を図る。 

○職場環境の整備 

・ 次世代育成支援対策行動計画を円滑に推進することにより、ワークライフバランスの充実を図るとともに、平成２７年から

の５年間に係る第２期次世代育成支援対策行動計画の策定を行った。【H26】 

・ 増改築整備工事で医局、事務執務室、会議室、職員休憩室等の拡充を行い就労環境の改善を行った。【H27】 

・ ワークライフバランス（ＷＬＢ）の充実については、看護部のＷＬＢ推進に関する取組が日本看護協会主催のＷＬＢ推進事

業ワークショップにおいて表彰を受けた。【H28】 

・ 職員の意欲や満足を測り組織の活性度を診断する組織風土調査を平成２６年度及び平成２８年度に実施し、「活性型組織」

の評価となった。 

・ 大牟田市中央労働安全衛生委員会が募集する職場環境等の良好・改善事例に各部署での取組を応募し、平成２８年度につい

ては２例の優秀賞及び２例の敢闘賞を、平成２９年度については１例の敢闘賞を受賞した。 

・ 院内保育所「さくらキッズ」の企業主導型保育事業費補助金への移行に伴い、保育士の追加配置や給食の園内調理化等の保

育事業の充実及び保育料の見直しを行うとともに、当院委託事業者や近隣医療機関等の他社従業員へ預かり対象の拡大を

行った。【H29】 

 

③ 病院機能の充実 

病院機能の向上を図るため、病院機能評価で示されているより高い

基準を満たすこととし、継続的に業務改善に取り組む。 

○病院機能の充実 

・ 業務改善委員会を毎年度４～６回開催し、院内ラウンドによる業務改善や入院患者満足度調査に寄せられた苦情や要望への

対応【H28～H29】を行うなど患者サービスの向上を図るとともに、効率的、効果的な業務運営を行った。 

・ 国が進めるがん対策推進基本計画の趣旨に基づき平成２６年４月から敷地内完全禁煙を実施したほか、禁煙外来を開設し、

患者並びに職員の禁煙に対する支援を行った。 【H26】 

・ 患者や家族の利便性に配慮し地域医療連携室及び医療相談室を総合受付付近に移設することで、より療養相談等の面談をし

やすい環境を整えるなど、第三者による医療や患者サービスの質に関する意見を生かした院内の業務改善を行った。

【H26】 

・ 病院モニター制度の活用により、第三者による医療や患者サービスの質に関する意見の聴取等を行い、院内の業務改善に繋

げた。 

・ 会計時の利便性向上のため、平成２９年１月から医療費のクレジットカード及び電子マネー決済を導入した。 
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第４ 財務内容の改善に関する事項 

１ 経営基盤の強化 

 (1) 健全経営の維持 

 

中
期
目
標 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

１ 経営基盤の強化 

  (1) 健全経営の維持及び継続 

経営改善の効果を診療機能の充実にいかしながら、将来にわたって公的な役割を果たせるよう、安定的な経営基盤を強化するとともに、健全経営を維持し継続すること。 

また、経常収支比率及び医業収支比率については、引き続き数値目標を設定すること。 

 

中期計画 実績 

(1) 健全経営の継続 

中期目標期間における各年度の損益計算において、経常収支比率１

０５％以上とすることを目指し、良質な医療を提供し続けていくため

の健全経営を継続する。 

 

・ 月次決算や原価計算等の経営分析を的確かつ迅速に行うとともに、他の公立病院や地方独立行政法人となった病院の運営状

況の比較・分析を病院経営に生かすことで、診療報酬のマイナス改定が続くなど厳しい状況にあったが４年間を通して単年

度収支の黒字、経常収支比率１０５パーセント以上を維持することができた。しかし、職員の増員及び熊本市民病院からの

職員受入れ等で職員給与費の伸びが医業収益の伸びに比して大きくなってきており、職員給与費比率は平成２９年度におい

ては５２．８パーセントまで上昇している。病院本業部分の収支となる実質医業収支比率についても、１００パーセントを

切る状況が４年間続いており、平成２９年度においては９７．９パーセントにとどまった。 

・ 増改築工事について過疎債等の有利な財源を活用【H26、H27】したほか、余裕資金については長期地方債の運用を行い、４

年間で１７，５４２千円の運用益を確保した。 

・ 平成１７年度以降１２年連続して経常損益が黒字となっており、救急医療の強化や地域医療連携の推進、高度で専門的な医

療を提供していることが評価され、平成２９年度自治体立優良病院両協議会会長表彰を受賞した。 

 

 

（目標値）                              （参考） 

項目 ２９年度目標値 ２９年度実績  ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度実績 

経常収支比率   ※３ １０６．９％ １０５．２％  １０５．９％ １０６．０％ １０７．０％ 

実質医業収支比率 ※４ １００．３％ ９７．９％  ９８．４％ ９８．７％ ９９．２％ 

職員給与費比率  ※５ ４９．９％ ５２．８％  ５０．６％ ４９．５％ ５０．８％ 

※３ 経常収支比率＝（営業収益＋営業外収益）／（営業費用＋営業外費用） 

※４ 実質医業収支比率＝医業収益／（医業費用＋一般管理費） 

※５ 職員給与費比率＝（給与費（医業費用）＋給与費（一般管理費））／医業収益 
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第４ 財務内容の改善に関する事項 

１ 経営基盤の強化 

 (2) 将来の設備投資に向けた財源の確保 

 

中
期
目
標 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

１ 経営基盤の強化 

  (2) 将来の設備投資に向けた財源の確保 

高度医療機器の更新、建物及び設備の大規模修繕、さらには災害発生時に「災害拠点病院」として対応できる設備の設置並びに病院建替に対して、多額の投資が必要となることから、将

来の設備投資に向けた財源の確保に努めること。 

 

中期計画 実績 

(2) 将来の設備投資に向けた財源の確保 

新築後約２０年を経過した建物及び設備の維持・更新や、耐用年数

を経過した高額医療機器の更新等のために将来必要となる財源を積み

立てる。 

 

 第２期中期目標期間においては、内視鏡センター、救急外来の整備等の増改築工事を計画どおり実施できたほか、心血管撮影

装置、頭腹部用血管撮影装置といった高度医療機器についても過疎対策事業債を活用し財源の確保に努めながら更新することが

できた。さらに、次期中期目標期間において本格的に取り組むこととしている大規模修繕事業についても外壁の改修、屋上の防

水工事等に部分的に着手した。 

こうした大きな設備投資（４年間総額約２２億円）を行いながらも４年間各年度の損益計算において、経常収支比率１０５％

以上を維持することができた。その結果、第２期中期目標期間終了時における現預金残高は、７億円の投資有価証券のほかに約

２９億円を保持することができ、今後必要となってくる建物及び設備の大規模修繕や災害拠点病院としての機能強化のための設

備投資に対し、一定程度の財源を確保することができた。 

また、中期計画において目標値として掲げていた自己資本比率についても当初の計画どおり３０．８％まで順調に上昇させる

ことができた。 

 

 

（目標値） 

項目 ２９年度目標値 ２９年度実績 

自己資本比率 ※６ ３０．０％ ３０．８％ 

※６ 自己資本比率＝純資産／（負債＋純資産） 
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（参考） 予算、収支計画及び資金計画 

 

 

１ 予算 

（単位 百万円） 

区 分 予算額 決算額 差額 

収入    

営業収益 31,817 31,624 △193 

医業収益 29,457 29,260 △196 

運営費負担金収益 2,281 2,281 0 

その他営業収益 80 83 3 

営業外収益 787 786 △2 

運営費負担金収益 580 574 △6 

その他営業外収益 207 212 5 

臨時利益 - 58 58 

資本収入 1,215 1,650 435 

運営費負担金 185 255 70 

長期借入金 1,030 1,377 347 

その他資本収入 - 18 18 

その他の収入 - 500 500 

 計 33,820 34,618 798 

支出    

営業費用 27,523 27,431 △91 

医業費用 26,841 26,777 △64 

給与費 14,117 14,283 166 

材料費 6,376 6,631 255 

経費 6,191 5,727 △464 

研究研修費 157 137 △20 

一般管理費 682 654 △28 

営業外費用 867 850 △18 

臨時損失 - 26 26 

資本支出 5,427 5,342 △85 

建設改良費 2,290 2,155 △135 

償還金 3,028 3,089 61 

その他の資本支出 109 98 △11 

その他の支出 - 1,200 1,200 

 計 33,817 34,849 1,032 

 

 

 

２ 収支計画 

（単位 百万円） 

区 分 計画額 決算額 差額 

収益の部 32,586 32,466 △120 

営業収益 31,814 31,627 △188 

医業収益 29,401 29,210 △191 

運営費負担金収益 2,281 2,281 0 

補助金等収益 61 60 △1 

資産見返運営費負担金戻入 47 44 △3 

資産見返補助金戻入 6 7 2 

資産見返寄付金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 

- 

2 

1 

2 

1 

0 

その他営業収益 18 21 4 

営業外収益 772 776 4 

運営費負担金収益 580 574 △6 

その他営業外収益 191 202 11 

臨時利益 - 63 63 

費用の部 30,825 30,589 △236 

営業費用 29,749 29,650 △99 

医業費用 29,037 28,981 △56 

給与費 14,117 14,275 157 

材料費 5,835 6,178 342 

経費 6,705 6,180 △524 

減価償却費 2,236 2,221 △15 

研究研修費 143 127 △16 

一般管理費 712 669 △44 

営業外費用 1,076 912 △164 

臨時損失 - 27 27 

純利益 1,761 1,876 115 

目的積立金取崩額 - - - 

総利益 1,761 1,876 115 
 

 

３ 資金計画 

（単位 百万円） 

区 分 計画額 決算額 差額 

資金収入 36,714 37,513 799 

業務活動による収入 32,605 32,308 △297 

診療業務による収入 29,457 29,107 △350 

運営費負担金による収入 2,861 2,855 △6 

その他の業務活動による収入 287 347 60 

投資活動による収入 185 789 604 

運営費負担金による収入 185 255 70 

その他の投資活動による収入 - 534 534 

財務活動による収入 1,030 1,377 347 

長期借入れによる収入 1,030 1,377 347 

その他の財務活動による収入 - - - 

前期中期目標の期間からの繰越金 2,894 3,039 145 

資金支出 36,714 37,513 799 

業務活動による支出 28,453 28,140 △316 

給与費支出 14,723 14,585 △139 

材料費支出 6,376 6,575 199 

その他の業務活動による支出 7,353 6,980 △374 

投資活動による支出 2,290 3,306 1,016 

有形固定資産の取得による支出 2,290 2,106 △184 

その他の投資活動による支出 0 1,200 1,200 

財務活動による支出 3,074 3,142 68 

長期借入金の返済による支出 1,117 1,178 61 

移行前地方債償還債務の償還による支出 1,911 1,911 0 

その他の財務活動による支出 46 53 7 

次期中期目標の期間への繰越金 2,897 2,925 28 
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第 10 地方独立行政法人大牟田市立病院の業務運営等に関する規則（平成２２年大牟田市規則第３９号）第４条に定める事項 

３ その他法人の業務運営に関する特に重要な事項 

 (1) 保健医療情報等の提供 

 

中
期
目
標 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

１ 保健医療情報等の提供 

保健医療に関する専門的な知識を公開講座の実施やホームページ等により情報発信し、普及啓発活動を実施するとともに、医療の質に関する指標（臨床指標）を公表すること。 

 

中期計画 実績 

(1) 保健医療情報等の提供 

保健医療に関する専門的な知識を公開講座の実施やホームページ等

により情報発信し普及啓発活動を実施するとともに、診療の透明性の

確保を図るため、臨床指標を公表する。 

 

・ 地域住民の健康づくりの推進と意識啓発を目的に市民公開講座を４年間で１２回開催した 

・ 患者向け健康教室として、毎年度、糖尿病教室、リマンマの会、ストーマの会を開催し、保健医療情報の普及啓発活動を

行った。 

・ 患者向け広報誌「たからざか」を毎年度６回発行するとともに、ホームページや外来総合受付の大型モニターを通じて、保

健医療に関する様々な情報発信を行った。 

・ 臨床指標については、全国自治体病院協議会の「医療の質の評価・公表等推進事業」に参加し、データ提供を行うとともに

ホームページにて公表を行った。 

・ 乳がん検診の受診啓発のため、日本乳がんピンクリボン運動が推進するジャパン・マンモグラフィー・サンデー（１０月第

３日曜日）に参加し、平成２７年度からは午後からの検診枠も設けて対応し、４年間で受診者は１３２人となった。 

・ 平成２８年度から大牟田・みやま・荒尾地域のコミュニティＦＭ「ＦＭたんと」に「大牟田市立病院いきいきタイム」と題

したコーナーを設け、地域住民に向けて健康づくりに関する情報や当院に関する情報の発信を行った。また、平成２９年度

については、同局の地域で安心・安全に過ごすための情報提供を行うプログラム「たーんと守り隊！」に招かれ、各職種の

専門性を生かした情報発信を行った。 

 

 

 


